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しくは 500 万円以下の罰金となっており、これを併科することもできる（所得税法 238









                                                  
10 無申告加算税・不納付加算税に代わって課される場合もあるが、本論文の趣旨とずれるので割愛す  
 る。 




















































り、「国税通則法第 7 章の 2（国税の調査）関連通達の制定について（法令解釈通達）」



















                                                  



















第 8 章では、第 5 章から第 7 章までの議論を踏まえて、重加算税の改正・廃止も視野
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 第 1 類型として、納税義務者の申告行為と直結し納税義務者に具体的判断を迫るもの
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 第 2 類型は、納税義務者の申告には直接の関係はなく課税庁側に第一次的判断が委ね
られていると解されるものである。たとえば、「やむを得ない理由」があるときの更正の
請求（通則法 23 条 2 項）、「正当な理由」がある場合の加算税の減免（通則法 65 条 4 項
















そうした意味から、この第 3 類型において要求される「明確性」は、第 1 類型ほどで
はなく、むしろ第 2 類型に近いといえ、課税庁の恣意的な更正決定を防止し得る程度の
明確性があり、立法者が予測し得ない異常な行為による回避行為のみを規制する穏やか
                                                  
40 山本守之・守之会編[2015]377～420 頁より、この他にも「不適当である」場合の納税地の指定（所 
得税法 18 条）、「相当の理由」がある場合の青色申告の承認要請の却下や承認の取消（所得税法 145 
条等）等が挙げられる。 
41 三木[1992]、215 頁。 
42 山本守之・守之会編[2015]、377～420 頁より、この他に「不当に減少」にあたるものには、「所得 
税の負担を不当に減少させる」場合（所法 157 条）および「相続税または贈与税の負担が不当に減 


































                                                  































                                                  
44 武田[1978]、7～8 頁参照。なお、同様の見解として、清永[2013]、36 頁より「税法の解釈は種主 
の場合において色々な形で問題となりうるから、税法の解釈についての基本的な原則を一般的に述  
べることはかなり困難である」と述べている。 
45 伊藤[2007]、18 頁。 
46 玉國[2010]、7 頁。 
47 金子[2013]76 頁。 
48 増田[2013]。 
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53 三木[1992]、214～216 頁より第 2 類型について、「申告に際して判断可能であるほどの明確性では 
なく課税庁の恣意的権限行使により納税義務者が不意打ちを受けることがない程度の明確性で足り  
る。」と定義している。 
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1 金子[2013]733 頁。 
2 国税通則法第 2 条 4 項より、「附帯税 国税のうち延滞税、利子税、過少申告加算税、無申告加算 
税、不納付加算税及び重加算税をいう。」 
3 金子[2013]、733 頁。 
















 その後、昭和 25 年のシャウプ勧告による税制改正により、従来の追徴税が現在の制
度に近くなり、過少申告加算税、無申告加算税、源泉徴収加算税、過少納付加算税、軽
加算税及び重加算税制度に改められた。その後、「国税通則法の制定に関する答申」9を






                                                  
5 石倉[1990]、17 頁。志場喜徳郎他編[2013]、713 頁。品川[2012]、1 頁ほか。 




7 酒井[2010]、6 頁より酒井は罰則という言葉ではなく「経済的ディスインセンティブ」という表現を  
用いている。 
8 なお、昭和 22 年 4 月には加算税の制度もあったが、当時の加算税は申告納税方式又は源泉徴収等に  
 よる国税の納付について、法定脳期限より遅れたことについて、日歩 3 銭の割合で課すもので、現 
 行の延滞税に相当するものであった。 






過少申告加算税の課税率 5 パーセントに対して、10 パーセントとする。」と答申された。 
10 ただし、自発的な申告または納付があった場合には 5％に軽減された。 
11 無申告加算税または不納付加算税の賦課要件に該当する場合には 35％。 
 23 
 その後、昭和 59 年に修正申告または更正により納付すべき税額のうち、期限内申告
税額相当額または 50 万円のいずれか多い金額を超える部分の税額に係る過少申告加算
税を 10％に加重する改正がされ、さらに昭和 62 年に過少申告加算税の割合を 10％（加













                                                  
12 平成 28 年税制改正大綱より、(1) 調査を行う旨、調査対象税目及び調査対象期間の通知以後、かつ、 
その調査があることにより更正又は決定があるべきことを予知（（2）において「更正予知」という。） 
する前にされた修正申告に基づく過少申告加算税の割合（現行：0％）については 5％（期限内申告 
税額と 50 万円のいずれか多い額を超える部分は 10％）とし、期限後申告又は修正申告に基づく無 



















後述するが、現行の国税通則法第 65 条第 5 項において、過少申告加算税は、修正申
告書の提出が「更正があるべきことを予知してされたものでない場合」には課されない
ことになっている。国税通則法第 74 条の 9 第 1 項13より、税務調査の事前通知が税務署
























（注）上記の改正は、平成 29 年 1 月 1 日以後に法定申告期限が到来する国税について適用する。 
13 国税通則法第 74 条の 9 第 1 項「税務署長等（国税庁長官、国税局長若しくは税務署長又は税関長 
をいう。以下第 74.条の 11（調査の終了の際の手続）までにおいて同じ。）は、国税庁等又は税関の 
当該職員（以下同条までにおいて「当該職員」という。）に納税義務者に対し実地の調査（税関の当 
該職員が行う調査にあつては、消費税等の課税物件の保税地域からの引取り後に行うものに限る。  































 国税通則法第 65 条には加算税のうち、過少申告加算税について規定されている。該
当条文によると過少申告加算税が課される要件は次のとおりである。 
① 申告納税方式による国税について、次に掲げる申告書の提出があったこと。 
 ・ 期限内申告書が提出された場合15 
 ・ 還付請求書が提出された場合16 
                                                  
14 通法第 65 条 1 項「期限内申告書（還付請求申告書を含む。第 3 項において同じ。）が提出された場 
合（期限後申告書が提出された場合において、次条第 1 項ただし書又は第 6 項の規定の適用がある 
ときを含む。）において、修正申告書の提出又は更正があつたときは、当該納税者に対し、その修正  
申告又は更正に基づき第 35 条第 2 項（期限後申告等による納付）の規定により納付すべき税額に 
100 分の 10 の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税を課する。」 
15 納税申告書が法定申告期限までに提出されている場合であり、その期限は各税法に定められている  
（所法 120①、法法 74①、相法 27①など）。 
 26 
 ・ 期限後申告書が提出された場合において、期限内申告書の提出が無かったことにつ 
  いて正当な理由あると認められた場合17、及び期限内申告書を提出する意思があっ 
















された税額の 10%の金額が課されるものである。  
                                                                                                                                                  
16 「還付請求申告書」とは、還付金の還付を受けるための納税申告書（納税申告書に記載すべき課税  
標準等が所得税法等の規定により正当に計算された場合にその申告書の提出により納付すべき税額 
が無いものに限る）。 
17 この場合、当該期限後申告書について無申告加算税が免除され、その後に修正申告又は更正があっ  
たときには、無申告加算税に代えて過少申告加算税が課されることとなる（通法 65①かっこ書き、 
通法 66①ただし書き。）。 
18 「納付すべき税額」については、還付請求申告書に過大な還付金が記載されているだけで実際に当  
該還付金が還付されていない場合（還付留保）に、修正申告等により生じる増差税額も含まれる（通  
法 35②、同法 19④三、同法 28②三） 
19 通法第 66 条 1 項、「次の各号のいずれかに該当する場合には、当該納税者に対し、当該各号に規定  
する申告、更正又は決定に基づき第 35 条第 2 項（期限後申告等による納付）の規定により納付すべ 
き税額に 100 分の 15 の割合を乗じて計算した金額に相当する無申告加算税を課する。ただし、期 
限内申告書の提出がなかつたことについて正当な理由があると認められる場合は、この限りでない。 
一 期限後申告書の提出又は第 25 条（決定）の規定による決定があつた場合 
二 期限後申告書の提出又は第 25 条の規定による決定があつた後に修正申告書の提出又は更正があ 
  つた場合」より要点を抜粋した。 
20 石倉[1990]、25 頁。 
21 通法 67 条 1 項より、「源泉徴収等による国税がその法定納期限までに完納されなかつた場合には、 
 税務署長は、当該納税者から、第 36 第 1 項第 2 号（源泉徴収による国税の納税の告知）の規定によ 
 る納税の告知に係る税額又はその法定納期限後に当該告知を受けることなく納付された税額に 100 
 分の 10 の割合を乗じて計算した金額に相当する不納付加算税を徴収する。ただし、当該告知又は納  
















 税に代えて 35%の割合で乗じて計算した金額を課す24。 
なお、課税資産の譲渡等にかかる消費税以外の消費税等には、重加算税の適用はない25。 
  
                                                  
22 通法第 68 条 1 項「第 65 条第一項（過少申告加算税）の規定に該当する場合（同条第五項の規定の 
 適用がある場合を除く。）において、納税者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となる  
 べき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納  
 税申告書を提出していたときは、当該納税者に対し、政令で定めるところにより、過少申告加算税  
 の額の計算の基礎となるべき税額（その税額の計算の基礎となるべき事実で隠ぺいし、又は仮装さ 
 れていないものに基づくことが明らかであるものがあるときは、当該隠ぺいし、又は仮装されてい  
 ない事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額）に係る過少  
 申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に 100 分の 35 の割合を乗じて計算した金額に相当す 
 る重加算税を課する。」より。 
23 通法第 68 条 2 項、「第 66 条第 1 項（無申告加算税）の規定に該当する場合（同項ただし書又は同 
 条第 5 項若しくは第六項の規定の適用がある場合を除く。）において、納税者がその国税の課税標準  
 等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、  
 又は仮装したところに基づき法定申告期限までに納税申告書を提出せず、又は法定申告期限後に納  
 税申告書を提出していたときは、当該納税者に対し、政令で定めるところにより、無申告加算税の  
 額の計算の基礎となるべき税額（その税額の計算の基礎となるべき事実で隠ぺいし、又は仮装され  
 ていないものに基づくことが明らかであるものがあるときは、当該隠ぺいし、又は仮装されていな 
 い事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額）に係る無申告  
 加算税に代え、当該基礎となるべき税額に 100 分の 40 の割合を乗じて計算した金額に相当する重 
 加算税を課する。」 
24 同上条文 3 項、「前条第 1 項の規定に該当する場合（同項ただし書又は同条第 2 項若しくは第 3 項 
 の規定の適用がある場合を除く。）において、納税者が事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、  
 その隠ぺいし、又は仮装したところに基づきその国税をその法定納期限までに納付しなかつたとき 
 は、税務署長は、当該納税者から、不納付加算税の額の計算の基礎となるべき税額（その税額の計  
 算の基礎となるべき事実で隠ぺいし、又は仮装されていないものに基づくことが明らかであるもの  
 があるときは、当該隠ぺいし、又は仮装されていない事実に基づく税額として政令で定めるところ  
 により計算した金額を控除した税額）に係る不納付加算税に代え、当該基礎となるべき税額に 100 
 分の 35 の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税を徴収する。」より要点を抜粋した。 























                                                  
26 加算税を行政上の罰則として考えるべきではないという意見に今村隆也[1998]、376 頁がある。「申 
告義務および納付義務の適正な履行を確保し、ひいては申告納税制度および徴収制度の定着を図る  
ための特別の経済的負担」と述べている。 
27 この根拠として次のような判事がある。最高裁平成 18 年 4 月 20 日第一小法廷判決（民集 60 巻 4 










過少申告加算税の課税上の取扱を異にする理由はないことになる。」と判示している（税資 175 号 
976 頁）。 
29 加算税の免除規定という措置について、海外の事例としてアメリカのドランカー事件（1981）があ 
 る。この判例は、法廷が納税者の主張を認めない限り、常に納税者は内国歳入庁の解釈を争うため  
 には民事罰を賦課される危険を負わなければならないか、という問題について争われた判例である。 
 この判例では納税者に対する民事罰の賦課の免除は認められなかったが、この判決に対して職業団  
 体から強い抗議があり、議会はその報告書の中で必要な情報の開示による民事罰の免除の必要性を  
 認めることとなった。なお、アメリカは制裁の積極的要件として「懈怠」や「意図的な規則の無視」 
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 次に、同上 5 項では、「第 1 項の規定は、修正申告書の提出があつた場合において、
その提出が、その申告に係る国税についての調査があつたことにより当該国税について
                                                  
1 全国青色申告総連合[2000]『シャウプ使節団日本税制報告書』186 頁。 











































































                                                  
4 金子[2013]、76 頁。 













年 1 月 1 日直所 1-1「696」）（以下、「昭和 26 年通達」という）では、過少申告加算税






③ ①、②のほかに、真にやむを得ない事由があると認められる場合。  
 その後、後述する「正当な理由」の裁判例の動向の中で、国税庁は平成 12 年 7 月 3
日付で各種加算税、青色申告の承認の取り消し等に関する取扱い通達（事務運営指針）
（以下、「平成 12 年事務運営指針」という）を公表した。この通達のうち、過少申告加
算税の「正当な理由」に関わるものは次の 4 つである。以下、該当箇所を抜粋する8。 








いう。）につき、通則法第 24 条の規定による減額更正（通則法第 23 条の規定によ
る更正の請求に基づいてされたものを除く。）があった場合において、その後修正申
告又は通則法第 26 条の規定による再更正による税額が申告税額に達しないこと。 
（当該修正申告又は再更正による税額が申告税額を超えた場合であっても、当該修 
                                                  


































福岡地裁平成 3 年 2 月 28 日判決（税資 182 号 522 頁）は、「確定申告による納税方式
                                                  
9 これと同様の指摘をすると共に品川は、通法 65 条から 68 条にかけて、税目ごとに複数の取扱い 
 通達が発出されている点について言及しており、「国税庁の事務処理体制における税目ごとの縦割り  
行政の現われなのであろうが、それが通達の内容や取扱いの統一性に疑問を残している。」（品川芳  
宣[2012]74 頁）と指摘している。 
10 これと同趣旨の判示がなされた判決に、神戸地裁昭和 58 年 8 月 29 日判決[税資 133 号 521 頁]、浦









 上記のような判例を踏まえつつ、国税庁は平成 12 年事務運営指針を公表したが、そ
の後の裁判例についても、事務運営指針が公表されるまでに積み上げられた考え方は、
踏襲され続けている。 















                                                  
11 同趣旨の判示がなされた判決に、東京地裁平成 8 年 29 日判決[税資 220 号 478 頁]および東京地裁
平成 8 年 11 月 21 日判決[税資 221 号 433 頁]等があり、正当な理由について、「納税者の単なる主観
的な事情に基づくような場合まで含むものではない」としている。 
12 上記のような過少申告加算税の趣旨とは、次のとおりである。「国税通則法 65 条 4 項は、修正申 
 告書の提出又は更正に基づき納付すべき税額に対して課される過少申告加算税につき、その納付す  
 べき税額の計算の基礎となった事実のうちにその修正申告又は更正前の税額の 計算の基礎とされ 



























 宮谷の「正当な理由」の大別を踏まえつつ、新たに平成 12 年事務運営指針に基づき
判例を分類したものに、石倉文雄[1990]がある。石倉は「正当な理由」の解釈基準とし
て、次に示す 6 分類を提示している15。 
（1） 不可抗力説。不可抗力による事由あるいはそれに準ずる事由の有無によって判断 
  する説で、税務当局が昭和 26 年通達から現在に至るまで採っている説。 
（2） 不当・過酷事情説。納税者に加算税を賦課することが不当若しくは過酷な事情が   
  あるとする説。 
（3） 帰責事由不存在説。納税者および履行補助者に帰責事由16がないことを納税者側 
  が立証したうえで、過少申告、無申告であった場合には加算税が課せられない正当 
  な理由があるとする説17。 
（4） 故意・過失不存在説。過少申告、無申告について納税者の故意・過失がない場合 
  には正当な理由が認められるとする説。 
                                                  
14 宮谷[1978] 117 頁より、「課税庁の統一的見解が、通達等によっていまだ公表されておらず、行政 
先例・慣行も存在せず、かつ、一般に公知の財産ともなっていないもので、客観的疑義のある場合」 
を指すとされている。 
15 この主張の根拠として、石倉[1990] 44 頁以下がある。またこの分類の解説として、八ツ尾[2006]24
頁、酒井[2005 年] 22 頁、山本守之・守之会[2015]243 頁等が挙げられる。また、この 6 分類につい
て判例分析を行ったものに林[2008]がある。 
16 林[2008]79 頁より、帰責事由とは納税者等（履行補助者を含む）の故意、過失又は信義則上これと  
同視できる事由を指す。 





  た場合には「正当な理由」があるものとする立場を取る。すなわち立証責任を課税 
  庁に負わせるという説 
（6） 比較衡量説。税務職員の誤指導等に関して、納税者と税務職員の双方に帰責事由 























                                                  
18 八ツ尾 [2006]24 頁、酒井[2005 年] 22 頁、山本守之・守之会[2015]243 頁等を参考に筆者が整 
理を行った。 
19 林[2008]79 頁。 
20 「正当な理由」を解釈する際の 6 分類について、山本は「いずれにしても、『正当な理由』の有無 
 については、いずれの類型に当てはまるか否かという観点よりも、上記の各説を基に総合的に判断  
 されるべきであろう。」と述べており、この 6 分類を積極的に整理しようとはしていない。ただし、 
 「正当な理由」の立証責任については納税者が負うべきと述べていること、そして裁判例において  
 不当・過酷事情説に立つものが多いと指摘していることから、不当・過酷事情説および帰責事由不  
 存在説に近い解釈を持たれているのではないだろうか（山本[2015]244～247 頁）。 
21 金子[2013]、914 頁。 
22 裁判例として、横浜地裁昭和 51 年 11 月 26 日判決（訴月 22 巻 12 号 2912 頁）、東京高裁昭和 55 












 取り上げた判例は、名古屋地裁昭和 37 年 12 月 27 日判決（名古屋地裁、昭和 37 年






















                                                  
23 （5）故意・過失必要立証説は除く。 
24 宮谷[1978]118 頁。 
25 同上。 
































                                                  
27 1-(1)法令解釈の変更と、後述する 2-(2)公刊物における担当職員の見解と同様に、公刊物の記述が







































 上記の判示は昭和 26 年通達に基づいて「正当な理由」が認められる要件を取りまと




30 酒井[2007b] 。 





おける最高裁平成 18 年判決の判旨と同様の評価をされていたと考えられる32。 
  
（2） 公刊物における担当職員の見解 


























                                                  
32 この判例は、酒井[2007a]でも取り上げられており、品川[2012]71 頁においても「『正当な理由』を 
よくとりまとめたものである」と評価されている。 
33 東京高裁平成 11 年 5 月 31 日判決本文より。 




































                                                  
35 酒井克彦[2007b]129 頁。 





























 しかし、財務省 HP「関税・外国為替等審議会 関税分科会 配布資料一覧」に掲載




意見がある。そのため、通法第 65 条第 4 項について「正当な理由」という文言が削除
                                                                                                                                                  
権限行使により納税義務者が不意打ちを受けることがない程度の明確性」。 

















第 4 章 過少申告加算税における「更正の予知」 
 
 この章では、国税通則法 65 条 5 項の加算税免除規定の一つである「更正の予知」に
ついて、同条文の中にある「調査」の意味とともにその解釈論を概観し、整理すること
を目的とするものである。後述するが、「更正の予知」の前提となる「調査」という言葉














る2。例えば、この制度の趣旨について、東京地裁昭和 56 年 7 月 16 日判決（税資 120










                                                  
1 通法第 65 条 5 項の条文は次の通りである。「第 1 項の規定は、修正申告書の提出があった場合にお 
いて、その提出が、その申告に係る国税についての調査があつたことにより当該国税について更正  
があるべきことを予知してされたものでないときは、適用しない。」 
2 国税通則法 66 条 5 項（無申告加算税）、第 67 条 2 項（不納付加算税）。 
3 裁判所 HP「行政事件裁判例」より判決文を抜粋。 
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/260/017260_hanrei.pdf 
4 神戸地判昭和 58 年 8 月 29 日判決（税資 133 号 521 頁）、東京地判平成 7 年 3 月 28 日判決（税資 















 そこで、次の節ではまず通法 65 条 5 項の「調査」の意義と「更正の予知」の意義に
ついて、判例等を整理する。 
 
第 2 節 過少申告加算税における「調査」の意義 
 
 「調査」があったことという文言が何を意味するのかについて、その意義を見ていく
と、まず大阪地裁昭和 45 年 9 月 22 日判決（訴月 17 巻 1 号 91 頁）が、次のような判
示を行っている。 








意義について、法 65 条 5 項の解釈上、次のような問題が存在する。 
 一つは、前述した｢調査｣は主に通則法 24 条に規定する更正等の「処分」の前提と論
じられてきたのであるが、それを法 65 条 5 項の解釈上同じに解してよいかという問題
                                                                                                                                                  
 成 11 年 6 月 10 日（判時 1686 号 50 頁）ほか。 
5 高松高判平成 16 年 1 月 15 日（月報 50 巻 10 号 3054 頁）参照。 
6 池本[1981]、169 頁。 









 ところが、国税庁は平成 23 年改正の国税通則法の施行にあたり、「国税通則法第 7 章
の 2（国税の調査）関連通達の制定について（法令解釈通達）」（平成 24 年 9 月 12 日付、
以下、「調査通達」という）を制定し、前述したような「調査」の概念（意義）を一変さ
せた。 





















                                                  
8 品川[2015]、130 頁。 
9 品川[2012]、163 頁。 























扱いを定めており、単に第 7 章の 2 の執行に関わることでないことを明らかにしている。 




第 3 節 過少申告加算税における「更正の予知」の意義 
  








                                                  
11 品川[2012]、17 頁。 
12 金子[2013]、628 頁。 
 49 
おける説示を示す。 




加算税を賦課しないこととされている」と判示している。また、東京地裁昭和 56 年 7
























                                                  
13 堺澤良「裁判例展望（8）」税研時報 3 巻 2 号 59 頁。同氏によると、昭和 22 年の改正前の自主不問 
規定として、所得税法 24 条は、「所得金高ヲ隠蔽シテ捕脱シタル者ハ其捕脱税金高三倍ノ罰金ニ処 
ス。但、自首スル者ハ其税金ヲ追徴シ其罪ヲ問ハス」としていたとされる。同[1999]『国税関係課 
税・救済手続法精説』225 頁（財経詳報社）を参照。 
















第 4 節 更正の予知についての学説 
 


















                                                  





 ナル 5 講演録、品川[2015]「国税通則法の実務研究 第 19 回 Ⅷ附帯税（3）」税理 4 月号 

































 この説は、前述した 2 説の中間説と言えるものであり、多くの判決によって支持され
るものであるが、その先駆けである東京地裁昭和 56 年 7 月 16 日判決（税資 120 号 129
                                                  
17 他に訴月 22 巻 13 号 3050 頁を参照。 


















































第 5 節 通達での取り扱い 
 
 平成 12 年に出された加算税通達において、過少申告加算税の更正の予知については、
次の通り定められている。 











一的な解釈を放棄した。これにより、通法 65 条 5 項における「調査」の解釈について
影響を及ぼすことになる。さらに、調査通達は国税通則法第 7 章の 2 の範囲を超えて、
「更正の予知」の取扱いについても変化を与えている。 
                                                  
19 最近の判例では、東京地裁平成 24 年 9 月 25 日判決（判時 2181 号 77 頁）が、端緒把握説を採用  
し、法人の調査開始後 1 週間後に社内で更正があることを予知・協議して行われた修正申告につき、 
更正の予知を否定している。この判決について品川は「客観的確実性というよりも、具体額発見説  
により近いものと解される。」としている。 






































                                                  

























第 5 章 重加算税の沿革と法的性格 
 




















で、まず第 5 章では重加算税の沿革を概観し、重加算税の法的性格について論ずる。 
 









                                                  
1 最高裁平成 18 年 4 月 20 日第一小法廷判決（民集 60 巻 4 号）1611 頁より。 


















する制裁として延滞金制度が明治 44 年に設けられた。 
国税徴収法は、第 9 条で「国税ノ納期限ヲ過キ其ノ税金ヲ完納セサル者アルトキハ収
税官吏ハ期限ヲ指定シ之ヲ督促スヘシ」と規定するとともに、明治 44 年勅令第 282 号
第 11 条の 2 で「督促ヲ為シタル場合ニ於テハ勅令ノ定ムル所ニ依リ督促手数料、延滞
金ヲ徴ス」と規定して、延滞金制度を設けた。これを受けた勅令（施行規則）は、「督促









（2） 追徴税時代（昭和 22 年－25 年） 




                                                  
4 松沢・山下[2000]、12 頁。 





 この一定割合は、昭和 22 年の当初の規定では、正当税額に補正されるまでの遅延期
間に応じて 1 ヵ月に 5％ずつ増加する（限度 50％）ことになっていた7。しかし、同年、
所得税については、税率を遅延期間に応じて増加させることをやめ、一律に正当税額と
の差額（不足税額）の 25％の割合で追徴税を課すよう改正された。翌 23 年には、法人
税と相続税についても、25％の割合で追徴税が課されることとなった8。 
 





















この罰金総額の上に、納付するまで 1 日当たり 1％の 10 分の 1 の利子、すなわち約
36％の利子を支払わなければならない。督促後は、前記の利子と 25％の罰金額に加えて、
                                                  
6 石倉[1990]、8 頁。 
7 池本[1981]、147 頁。  
8 石倉[1990]、9 頁。  
9 『シャウプ使節団日本税制報告書』[2000]第 4 編付録 D 全国青色申告会総連合 186 頁以下。 
 59 
























（4） 国税通則法制定に基づく加算税時代（昭和 37 年―） 








                                                  
10 平成 20 年度日税連公開研究討論会「税務行政庁の権限行使における裁量」平成 20 年 10 月 10 日
155 頁。 


































                                                  
12 政府税制調査会「国税通則法の制定に関する答申」昭和 36 年 7 月 5 日 19 頁、21 頁。 
13 石倉[1990]、3 頁。 
14 田中[1992]、5 頁。 



































                                                  
16 福家 [1986]、9 頁。 
17 福家[1986]、9 頁以下。 







告加算税に代え、「100 分の 35 の割合」による重加算税を、また同様の方法を用いて「法
定申告期限までに納税申告書を提出せず、又は、法定申告期限後に納税申告書を提出し
たとき」は、無申告加算税に代え、「100 分の 40 の割合」による重加算税を、そしてま
た源泉徴収納付義務のある納税者が、やはり「事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮
装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき」その源泉徴収税額を「法定納期限























                                                  
19 同上、72 頁以下。 
20 三木 [1996]、29 頁。 






















を受けたことを構成要件とする犯罪であり24、法定刑は 5 年以下の懲役若しくは 500 万
円以下の罰金となっており、これを併科することもできる（所得税法 238 条 1 項、同法









                                                  
22 同上、11 頁。 
23 成宮[1997]、107 頁。 
24 金子[2013]、766 頁。 
25 最高裁昭和 42 年 11 月 8 日判決、・昭和 40 年（あ）第 65 号、『最高裁判所刑事判例集』21 巻 9 号
1197 頁。 
26 金子[2013]、766 頁。 

















害する行為ではないのか、という点である。この点について、大阪高裁平成 6 年 6 月 28















                                                  
28 金子[2013]、765 頁 
29 佐藤[1992]、338 頁。 
30 金子[2013]、578 頁 
31 大阪高裁平成 6 年 6 月 28 日判決、平成 5 年（行コ）第 23 号、『最高裁判所民事判例集』49 巻 4






























                                                  
32 代表的な判例として、最高裁昭和 45 年 9 月 11 日判決、昭和 43 年（あ）第 712 号、『最高裁判所
刑事判例集』24 巻 10 号 1333 頁。 
33 碓井 [1979]、4 頁。 
34 佐藤 [2000]、75 頁。 
35 吉良[1981]、71 頁。 
36 藤木 [1970]、284 頁。 
37 村井[1976]、80 頁。 

















事案につき、最高裁昭和 33 年 4 月 30 日判決41は「法人税法（昭和 22 年法律 28 号。昭




反行為者および法人に科せられる同法 48 条 1 項および 51 条の罰金とは、その性質を異











                                                                                                                                                  
2 項（純損失の繰戻しによる還付）（第 166 条において準用する場合を含む。）の規定による所得税
の還付を受けた者は、5 年以下の懲役若しくは 500 万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  
2  前項の免れた所得税の額又は同項の還付を受けた所得税の額が 500 万円をこえるときは、情状
により、同項の罰金は、500 万円をこえその免れた所得税の額又は還付を受けた所得税の額に相当
する金額以下とすることができる。」 
39 日本国憲法 39 条（遡及処罰の禁止・二重処罰の禁止）より、「何人も、実行の時に適法であつた
行為又は既に無罪とされた行為については、刑事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪について、
重ねて刑事上の責任を問はれない。」 
40 志場喜他編[2013]、686 頁。 
41 最高裁昭和 33 年 4 月 30 日判決、昭和 29 年（オ）第 236 号、『税務訴訟資料』26 号 339 頁。 
 67 
であるから所論違憲の主張は採用し得ない。」と判示し、追徴税と刑罰とは性格が異なる
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第 6 章 重加算税賦課の現状と問題点 
 
第 1 節 重加算税の問題点 
 



















準等の開示と理由付記制度の創設、の 3 項目について述べている。 
                                                  














































第 2 節 「隠ぺい又は仮装の行為者」の範囲 
 




                                                  
3 八ッ尾[2000]、はしがきより。 





























（2） 隠ぺい又は仮装の行為者が法人の役員である場合（静岡地裁昭和 44 





                                                  
5 朝倉[2000]、18 頁。 
6 平成 5 年 10 月 12 日裁決、『裁決事例集』46 号 15 頁。 










（3） 隠ぺい又は仮装の行為者が法人の従業員である場合（大阪高裁平成 13 






犯したことに対する制裁としての刑罰ではないから（最高裁昭和 45 年 9 月 11 日第二小
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号順号 8954。 
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892 頁。 
10 大阪高裁平成 13 年 7 月 26 日判決、大阪高裁平成 10 年（行コ）第 67 号等、『税務訴訟資料』251
号順号 8954。 
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て過少申告の事実があれば足りるものと解される（最高裁昭和 62 年 5 月 8 日第二小法





最高裁 最高裁平成 13 年（行ヒ）第 306 号・平成 13 年 12 月 20 日決定（不受理）。 
 

























通法 68 条 1 項は、過少申告加算税の規定に該当する場合において、「納税者がその国
                                                  


































                                                  
12 品川[2012]、301 頁。 
13 石垣[2002]、279 頁。 
14 品川[2002]、303 頁。 





















ると考えられる。一般に重加算税の制度趣旨は、最高裁昭和 45 年 9 月 11 日第二小法廷
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23 国税庁『相続税及び贈与税の重加算税の取扱いについて（事務運営指針）』（平成 12 年 7 月 3 日 課
資 2－263） 
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 Ａに対する税務調査が昭和 56 年に行われたが、その際、Ａは、税務署員に、各店舗
の融資残高、年間収入利息額及び管理残額の一覧表、経費明細書利息収入明細書などを










































35 パーセント（本件各係争年度当時は 30 パーセント）相当額という重い負担を課して
いるのであるから、その賦課要件も明確でなければならない。」 
 「…重加算税の納税義務の成立時期は、法定申告期限の経過の時である（国税通則法
                                                  
1 京都地裁平成 4 年 3 月 23 日判決、・京都地裁昭和 62 年（行ウ）第 40 号、『最高裁民事判例集』第
48 巻 7 号 1435 頁。  
2 大阪高裁平成 5 年 4 月 27 日判決、大阪高裁平成 4 年（行コ）第 13 号、『最高裁民事判例集』第 48
巻 7 号 1447 頁。 
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る総所得金額の約 7 ないし 13 パーセントにとどまる金額（差額で約 7 億 7,600 万円な














                                                  
3 最高裁平成 6 年 11 月 22 日判決、最高裁平成 5 年（行ツ）第 133 号、『最高裁民事判例集』第 48
巻 7 号 1383 頁以下。 
 86 
記載した内容虚偽の確定申告書を提出したことが明らかである。したがって、本件各確
定申告は、単なる過少申告行為にとどまるものではなく、国税通則法 68 条 1 項にいう
税額等の計算の基礎となるべき所得の存在を一部隠ぺいし、その隠ぺいしたところに基
づき納税申告書を提出した場合に当たるというべきである（最高裁昭和 46 年（あ）第










て徴税の実をあげようとする趣旨に出た行政上の措置である（最高裁昭和 45 年 9 月 11



















                                                  



































                                                  
5 水野[1996]、124 頁以下。 
6 多数説の代表として、金子[2013]、584 頁および長田[1973]、15 頁がある。 

































                                                  
8 碓井[1979]、5 頁。 
9 厳格な文理解釈による学説を「消極説」といい、長田[1973]19 頁、三木[1996]31 頁がある。 
10 池本[1981]、207 頁。 
























いて、3 年間にわたり最終申告に係る総所得金額の約 3 ないし 4 パーセントにすぎない




























 X には株式等の売買により、昭和 60 年に 2,600 万円余、同 61 年に 1 億 800 万円余、
同 62 年に 2 億 1,000 万円余の所得があった。上記売買の回数及び株数は、いずれの年
分についても、有価証券の譲渡による所得のうち継続的取引から生ずる所得として、所
得税法 9 条 1 項 11 号イ（昭和 63 年法律第 109 号による改正前のもの）及び所得税法施
行令 26 条（昭和 60 年分及び同 61 年分については昭和 62 年政令第 356 号による改正
前のもの、同 62 年分ついては昭和 63 年政令第 362 号による改正前のもの）が非課税所
得から除外する所得の要件を満たしていた。 






の売買による所得の額について、昭和 60 年が 2,000 万円ないし 3,000 万円、同 61 年












（2） 第一審判決（神戸地裁平成 5 年 3 月 29 日）12（請求棄却） 

























（3） 控訴審判決（大阪高裁平成 6 年 6 月 28 日）13（控訴棄却） 
「法 68 条一項の規定にいう事実の『隠ぺい』とは、納税者がその意思に基づいて、
特定の事実を隠匿しあるいは脱漏することを、事実の『仮装』とは、納税者がその意思
                                                  
12 神戸地裁平成 5 年 3 月 29 日判決、神戸地裁平成 3 年（行ウ）第 21 号、『最高裁民事判例集』第
49 巻 4 号 1267 頁。 
13 大阪高裁平成 6 年 6 月 28 日、大阪高裁平成 5 年（行コ）第 23 号、『最高裁民事判例集』第 49 巻




































                                                  































































を行うことを業とする」ものであると法的には位置づけられており（税理士法 2 条 1 項）、




体が端的に通則法 68 条 1 項にいう「隠ぺい、仮装」に当たると解することには疑問が
ある。すなわち、税理士法 1 条において「税理士は、税務に関する専門家として、独立
                                                  
15 M.I.Saltzman&B.T.Kaplan[1990]ch.4at5 より、故意の考え方について、アメリカの 1989 年に行 
 われた内国歳入法典上の民事罰の大改正（IMPACT：Improved Penalty Administration and  
 Compliance Tax Act）においては、過少申告に対する民事罰の規定にⅱ）（過少申告となる書類に 
 ついて）用いられることを知り、又は知るべき理由があり（下線筆者）、と規定されている。これは、 
 過少申告となることについて、「知っていたか否か」という心理的な事実のみならず、心理状態の立  
 証についての客観的な証拠を考慮することを可能にしたものであると述べている。 
16 岡村忠生[1995a]、114 頁。 















されている（同法 41 条の 3）。また、真実に反する税務書類の作成をした税理士は、懲




















                                                  
18 住田裕子[1996b]、13 頁。 


































                                                  
20 品川[2012]、359 頁。 
21 池本[1983]、46 頁。 










































































を手続的保障原則という。青色申告に対する更正処分の理由附記（所得税法 155 条 2 項、
法人税法 130 条 2 項）、青色申告承認取消処分の理由附記（所得税法 150 条 2 項、法人





の申請処分を除く）と定義し（2 条 4 項）、そのうえで、不利益処分を公正に行うために
様々な手続を定め、例外事由のないかぎり、これらの手続に従って行われる2。しかし、
平成 5 年に「行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の権利利





                                                  
1 金子[2013]、73 頁。 
2 原田[2001]、151 頁。  




































                                                  
4 『シャウプ使節団日本税制報告書』[2000]、186 頁。 



































                                                  
6 佐藤[1992]、279 頁。 
7 村井[1976]、80 頁。 


































                                                  
9 住田[1996a]、5 頁以下。 
10 佐藤[2000]、74 頁。 
11 岡村[1995b] 、109 頁。 
12 同上、110 頁。 


































                                                  
14 岡村[1995b]、109 頁。 
15 須貝[1972]、25 頁。 
16 金子[2013]、575 頁。 


































                                                  
18 成宮[1997]、114 頁。 
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21 国税通則法 84 条 5 項より、「異議申立てについての決定で当該異議申立てに係る処分の全部又は 
 一部を維持する場合における前項に規定する理由においては、その維持される処分を正当とする理
由が明らかにされていなければならない。」 
22 最高裁昭和 38 年 5 月 31 日判決、昭和 36 年（オ）第 84 号、『最高裁民事判例集』第 17 巻 4 号 
617 頁。 
23 宇賀[1995]、 319 頁。  


















 そして、平成 5 年に行政手続法が制定され、同法において行政庁が申請により求めら
れた許認可等を拒否する場合、または不利益処分をしようとする場合には、その申請者
または名宛人に対し、その処分理由を書面によって示さなければならないこととされた。
しかし、行政手続法制定時に国税通則法が改正され、同法 74 条 2 項によって、国税の
手続については国税通則法に定められている等の理由により、行政手続法の大半が適用
除外とされ、その適用除外の中に行政手続法 8 条、13 条および 14 条も含まれることと
なった。 
 ところが、平成 23 年 12 月の国税通則法の改正により、国税通則法 74 条 2 項が改正





                                                  
25 品川[2000]、7 頁。 
26 国税通則法第 84 条 5 項より、「異議申立てについての決定で当該異議申立てに係る処分の全部又は 
 一部を維持する場合における前項に規定する理由においては、その維持される処分を正当とする理  
 由が明らかにされていなければならない。」 
27 国税通則法第 74 条の 14 より、「行政手続法（平成五年法律第八十八号）第 3 条第 1 項（適用除外） 
 に定めるもののほか、国税に関する法律に基づき行われる処分その他公権力の行使に当たる行為（酒  
 税法第 2 二章（酒類の製造免許及び酒類の販売業免許等）の規定に基づくものを除く。）については、 
 行政手続法第 2 章（申請に対する処分）（第 8 条（理由の提示）を除く。）及び第 3 章（不利益処分） 












 このような更正の理由附記に関する考え方は、最高裁昭和 47 年 12 月 5 日第三小法廷
判決（民集 26 巻 10 号 1795 頁）によって、後日、理由附記を欠く場合の具体的根拠が
明らかになったとしても、それにより当該更正が適法となるものではないとされた。 
 また、青色申告の承認取消し処分の附記理由についても、詳細な説明を求めることと
なった。所得税法 150 条 1 項は、青色信仰の承認の取消し事由として、次の通り定めて
いる。 
① その年における第 143 条に規定する業務に係る帳簿書類の備付け、記録又は保存が 
 第 148 条第 1 項（青色申告者の帳簿書類）に規定する財務省令で定めるところに従つ 
 て行なわれていないこと。 
② その年における前号に規定する帳簿書類について第 148 条第 2 項の規定による税務 
 署長の指示に従わなかつたこと。 
③ その年における第 1 号に規定する帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮 
 装して記載し又は記録し、その他その記載又は記録をした事項の全体についてその真 
 実性を疑うに足りる相当の理由があること。 










                                                  
28 品川[2012]、517 頁。 
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